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貸 借 対 照 表 
（令和６年３月31日現在） 

（単位：円） 

  資 産 の 部 負 債 の 部 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

原 材 料 

前 払 費 用 

そ の 他 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

無 形 固 定 資 産 

投資その他の資産 

107,382,091  

65,710,614 

24,912,560 

4,575,153 

10,755,679 

1,428,085 

125,445,125 

66,714,064 

240,000 

58,491,061 

流 動 負 債 227,841,701 

買 掛 金 16,385,130 

未 払 金 4,753,981 

未 払 費 用 22,692,265 

短 期 借 入 金 165,000,000 

未 払 法 人 税 390,000 

未 払 消 費 税 8,873,700 

賞 与 引 当 金 6,409,600 

そ の 他 3,337,025 

負 債 合 計 227,841,701 

 

 

 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 4,985,515 

資 本 金 9,000,000 

利 益 剰 余 金 △4,014,485 

繰 越 利 益 剰 余 金 △4,014,485 

純 資 産 合 計 4,985,515 

資 産 合 計 232,827,216 負 債 純 資 産 合 計 232,827,216 
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個別注記表 
１．重要な会計方針に係る事項 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産の評価基準及び評価方法 

原 材 料       先入先出法 

(2)  固定資産の減価償却の方法 

有 形 固 定 資 産       定率法（ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）お

よび平成 28年４月１日以降に取得した建物附属設備は定額法）を採用しておりま

す。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

賞 与 引 手 金       賞与の支出に充てるため、賞与支給見込額のうち当会計年度負担額を計上してお

ります。 

 (4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項  

消費税等の会計処理       税抜き方式を採用しております。 

２. 貸借対照表に関する注記 

(1)有形固定資産の減価償却累計額 

63,761,526 円 

３. 株主資本変動計算書に関する注記 

発行済み株式の種類及び総数に関する事項 

発行済株式 

 普通株式（発行済株式） 

  前期末株式数（発行済普通株式） 

180株 

当期末株式数（発行済普通株式） 

180株 

 

４．１株当たり情報に関する注記 

１株当たりの純資産額 

27,697円 

１株当たりの当期純利益金額 

2,214円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


